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建築工事資材単価表について

１．｢建築工事資材単価表｣(以下、｢単価表｣という。)は、長野県建設部が所掌する県営住
宅工事及び営繕工事の積算における標準単価の作成に用いる資材単価のうち長野県建設
部が定めた資材単価の一覧表です。

２．積算に用いる資材単価のうち、(一財)建設物価調査会及び(一財)経済調査会から市販
されている刊行物等に掲載されている資材単価等については掲載していません。

３. 単価設定ならびに単価改訂等の事項は、｢長野県建築工事積算基準｣、｢長野県建築工事
積算要領｣、｢長野県建築工事積算要領第８に規定する基準等の適用について｣によります。

４．この｢単価表｣を転載、磁気媒体に入力することを禁止します。
また、この｢単価表｣を基にした二次的著作物を作成することを禁止します。
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長野県建築工事積算基準 
 
 

（目的） 

第１ この基準は、長野県建設部が発注する建築工事（営繕工事（庁舎、学校、文化施設等の新築工事、

増改築工事及び改修工事）及び県営住宅工事（公営住宅法に基づく県営住宅等の新築工事、増改築工

事及び改修工事）に限る。）を請負施工に付する場合において、予定価格のもととなる工事費内訳書

に計上すべき当該工事の工事費（以下「工事費」という。）の積算について必要な事項を定め、もっ

て工事費の適正な積算に資することを目的とする。 

 

（工事費の種別及び区分） 

第２ 工事費の積算は、建築工事、電気設備工事、機械設備工事、屋外整備工事及び昇降機設備工事等

の工事種別ごとに行う。工事費は、直接工事費、共通費及び消費税等相当額に区分して積算する。直

接工事費については、設計図書の表示に従って各工事種目ごとに区分し、共通費については、共通仮

設費、現場管理費及び一般管理費等に区分する。 

 

（工事費の構成） 

第３ 工事費の構成は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（積算工事内訳書） 

第４ 営繕工事で用いる積算工事内訳書は、「公共建築工事内訳書標準書式」（国土交通省大臣官房官庁

営繕部）、県営住宅工事で用いる積算工事内訳書は、公共住宅建築工事積算基準、公共住宅電気設備

工事積算基準及び公共住宅機械設備工事積算基準４編１章の「内訳書標準書式」（公共住宅事業者等

連絡協議会）による。 

２ 前項の規定において、別に定める場合は、この限りでない。 

 ３ 「積算数量」とは、工事費を算出するために必要となる数量について、数量基準に基づき発注者

が算出した数量をいう。 

（直接工事費） 

第５ 直接工事費は、工事目的物を造るために直接必要とする費用で、直接仮設に要する費用を含み、

その算定は次に掲げる各項による。 

（１）算定の方法 

算定の方法は、次による。 

イ 材料価格及び機器類価格（「材料価格等」という。）に個別の数量を乗じて算定する。 

ロ 単位施工当たりに必要な材料費、労務費、機械器具費等から構成された単価に数量を乗じて 

工事費 

工事価格 

工事原価 

一般管理費等 

純工事費 

現場管理費 

直接工事費 

共通仮設費 

共通費 

消費税等相当額 



 

 

 算定する。 

ハ イ又はロによりがたい場合は、施工に必要となる全ての費用を「一式」として算定する。 

（２）単価及び価格 

算定の方法に用いる単価及び価格は、次による。 

イ 営繕工事 

・公共建築工事標準単価積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・長野県建築工事資材単価表（長野県建設部） 

ロ 県営住宅工事 

   ・公共住宅建築工事積算基準   （公共住宅事業者等連絡協議会（3 編単価）） 

   ・公共住宅電気設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会（3 編単価）） 

   ・公共住宅機械設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会（3 編単価）） 

   ・長野県建築工事資材単価表（長野県建設部） 

（３）数量基準 

算定の方法に用いる数量は、次による。 

イ 営繕工事 

・公共建築数量積算基準  （国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・公共建築設備数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

   ロ 県営住宅工事 

   ・公共住宅建築工事積算基準  （公共住宅事業者等連絡協議会（2 編数量）） 

   ・公共住宅電気設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会（2 編数量）） 

   ・公共住宅機械設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会（2 編数量）） 

 

（共通費） 

第６ 共通費は、次の各項について算定するものとする。 

（１）共通仮設費 

    共通仮設費は、各工事種目に共通の仮設に要する費用とする。 

（２）現場管理費 

    現場管理費は、工事施工に当たり、工事現場を管理運営するために必要な費用で、共通仮設費

以外の費用とする。   

（３）一般管理費等 

一般管理費等は、工事施工に当たる受注者の継続運営に必要な費用で、一般管理費と付加利益

からなる。 

２ 前項の具体的な算定については、次による。 

（１）営繕工事 

    ・公共建築工事共通費積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

（２）県営住宅工事 

 ・公共住宅建築工事積算基準  （公共住宅事業者等連絡協議会（1 編総則）） 

 ・公共住宅電気設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会（1 編総則）） 

  ・公共住宅機械設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会（1 編総則）） 

 

 



 

 

 

 

（消費税等相当額） 

第７ 消費税等相当額は、工事原価に消費税及び地方消費税相当分からなる税率を乗じて算定する。 

 

（設計変更における工事費） 

第８ 設計変更における工事費は、当該変更対象の直接工事費を積算し、これに当該変更に係わる共通

費を加えて得た額に、当初請負代金額から消費税等相当額を減じた額を当初工事費内訳書記載の工事

原価で除した比率を乗じ、さらに消費税等相当額を加えて得た額とする。 

 

 

 

附則 

１ この基準は、平成 29年３月１日から適用する。 

２ この基準は、平成 29年 10月１日から適用する。 

３ この基準は、令和元年７月１日から適用する。 



長野県建築工事積算要領 

 

（適用） 

第１ この要領は、「長野県建築工事積算基準」に係る運用として定めたもので、適正な工事費の積算

に資するものことを目的とする。 

  なお、これに定めがないものは、「公共建築工事積算基準等資料」（国土交通省大臣官房官庁営

繕部計画課）によることができる。  

 

（用語等） 

第２ この要領において使用する用語は、次に定めるところによる。 

（１）調査単価 

調査単価とは、長野県建設工事資材単価表（長野県建設部）に掲載された単価をいう。 

（２）物価資料 

   物価資料とは、「月刊建設物価」（一般財団法人建設物価調査会）、「月刊積算資料」（一般財団法

人経済調査会）、「季刊コスト情報」（一般財団法人建設物価調査会）及び「季刊建築施工単価」（一

般財団法人経済調査会）をいう。 

（３）見積書 

   見積書とは、製造業者、専門工事業者等から徴収したものをいう。 

  

（労務単価） 

第３ 労務単価は、別に定める「公共工事設計労務単価（長野県建設部）」による。 

 

（複合単価） 

第４ 複合単価の作成に用いる歩掛りは、次による。 

（１）営繕工事 

 ・公共建築工事標準単価積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部 監修） 

 ・営繕積算システム(RIBC)等開発利用協議会歩掛り 

（２）県営住宅工事 

   ・公共住宅建築工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会 編集） 

   ・公共住宅電気設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会 編集） 

   ・公共住宅機械設備工事積算基準（公共住宅事業者等連絡協議会 編集） 

２ 複合単価の算定に用いる材料単価の優先順位は、調査単価、物価資料の掲載価格等の順とする。 

３ 歩掛りの「その他」の率は、下限値を採用する。ただし、交通誘導警備員に係る「その他」の

率は、別表に掲げる数値を採用するものとする。 

 

（標準単価）  

第５ 標準単価とは、当該年度に用いる標準的な単価として、第４により算出した複合単価をいい、原

則として３か月毎に改定するものとする。 

２ 材料単価等の価格変動が著しい場合には、必要に応じて適切な時期を定めて改定できるものと

する。 

 



（物価資料による単価及び価格の決定基準） 

第６ 単価及び価格を物価資料により算定する場合は、次による。 

（１）物価資料に県内の地区が詳細に設定されている場合は、建設地に最も近い地区の単価及び価格

を採用する。 

（２）（１）以外は、「長野」・「関東」・「全国」・「東京」の優先順位により採用する。 

（３）物価資料に掲載されている同地区の単価及び価格は、安値を採用する。ただし、取引条件、施 

工条件等に差がある場合は、発注の実情に近い価格を採用することとする。 

（４）掲載単価が公表価格の場合や専門業者の発行するカタログ等の場合は、実勢価格に則した率で

査定を行う。 

（５）施工規模等から、物価資料により単価及び価格を算定することが実情に則さない場合は、見積   

書により算定することができる。 

       

（見積書による単価及び価格の決定基準） 

第７ 単価及び価格を見積書により算定する場合は、次による。 

（１）見積書は原則として３社以上から徴収し、各社統一した内訳とする。 

（２）必要に応じてヒアリング等を行い、取引状況（実勢価格帯）を確認して査定を行い、最も低い

価格を採用する。 

２ 見積りの様式は、公共建築工事見積標準書式（国土交通省大臣官房官庁営繕部）を標準とする。 

 

（基準等の適用について） 

第８ 「長野県建築工事積算基準」第５から第７に定める基準等及び本要領に定める基準等の適用年版

は、別途定める。 

 

 

附 則 

１ この要領は、平成 29 年３月１日から適用する。 

２ この要領は、平成 29 年７月１日から適用する。 

３ この要領は、平成 29 年 10 月１日から適用する。 

４ この要領は、令和４年７月１日から適用する。 

５ この要領は、令和５年８月１日から適用する。 

６ この要領は、令和６年５月１日から適用する。 

 

 

別表（第４関係） 

交通誘導警備員に係る「その他」の率は、以下のとおり定める。 

区分 率の対象 「その他」の率 

交通誘導警備員 労務単価 41％ 

 



 

 

 長野県建築工事積算要領第８に規定する基準等の適用について 

 

 「長野県建築工事積算要領」（以下、「積算要領」という。）第８の規定に基づき、「長野県建築工事積

算基準」（以下、「積算基準」という。）第５から第７に定める基準等及び「積算要領」に定める基準等

の適用年版を、次のように定める。  

 

 

附 則 

１ この基準等の適用は、平成 29 年３月１日から適用する。 

２ この基準等の適用は、平成 29 年７月１日から適用する。 

３ この基準等の適用は、平成 29 年 10 月１日から適用する。 

４ この基準等の適用は、平成 30 年７月１日から適用する。 

５ この基準等の適用は、令和元年７月１日から適用する。 

６ この基準等の適用は、令和２年７月１日から適用する。 

７ この基準等の適用は、令和３年７月１日から適用する。 

８ この基準等の適用は、令和４年７月１日から適用する。 

９ この基準等の適用は、令和５年８月１日から適用する。 

10 この基準等の適用は、令和５年 11 月１日から適用する。 

11 この基準等の適用は、令和６年５月１日から適用する。 

  「積算基準」第５条から第７条に定める基準等 適用年版 

１  公共建築工事積算基準 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  平成28年12月版  

２  公共住宅建築工事積算基準 （公共住宅事業者等連絡協議会）  令和元年度版 

３  公共住宅電気設備工事積算基準 （公共住宅事業者等連絡協議会）  令和元年度版 

４  公共住宅機械設備工事積算基準 （公共住宅事業者等連絡協議会）  令和元年度版 

５ 公共建築工事標準単価積算基準 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版 

６ 公共建築工事共通費積算基準 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版  

７ 公共建築数量積算基準 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版 

８ 公共建築設備数量積算基準 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版 

９ 公共建築工事内訳書標準書式 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版 

10 公共建築工事積算基準等資料 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版 

   「積算要領」第４に定める歩掛り 適用年版  

11 公共建築工事標準単価積算基準 （国土交通省大臣官房官庁営繕部）  令和５年改定版 

12 営繕積算システム(RIBC)等開発利用協議会歩掛り 令和５年版 

13 公共住宅建築工事積算基準 （公共住宅事業者等連絡協議会）  令和元年度版 

14 公共住宅電気設備工事積算基準 （公共住宅事業者等連絡協議会）  令和元年度版 

15 公共住宅機械設備工事積算基準 （公共住宅事業者等連絡協議会）  令和元年度版 





《物価資料掲載単価の単価決定方法》

1)　建築工事標準単価に採用する物価資料の月号は、令和６年３月号となっています。

2)　取引数量は、原則大口を採用します。

3)　２物価資料に単価が掲載されている材料は、２物価資料の安値を採用します。

4)　２物価資料に掲載されている材料の単価地区の取扱は次によります。

物価資料１ 物価資料２ 採用単価

長野若しくは関東若しくは全国 長野若しくは関東若しくは全国 安値採用

長野若しくは関東若しくは全国 東京 物価資料１

5)　いずれか一方に掲載されている材料の採用単価地区順位は、

　　　①長野県　　②関東　　③全国　　④東京　としています。

「物価資料掲載単価」決定方法

　２つの物価調査機関から発行される物価資料に掲載されている単価を用いて決定している単価は

以下により決定しています。

　なお、単価決定方法は応札者、受注者、製造会社または、販売代理店等の単価決定を拘束するも

のではありません。

掲
載
単
価
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１ 建築工事資材

２ 電気設備工事資材

３ 機械設備工事資材

建築工事資材単価表





１　建築工事資材

建資1 ページ



建資2 ページ



建資3 ページ



建資4 ページ



建資5 ページ



建資6 ページ



建資7 ページ



建資8 ページ



建資9 ページ



建資10 ページ



建資11 ページ



建資12 ページ



建資13 ページ



建資14 ページ



建資15 ページ



建資16 ページ



建資17 ページ



建資18 ページ



建資19 ページ



建資20 ページ



建資21 ページ



建資22 ページ



建資23 ページ



建資24 ページ



建資25 ページ



建資26 ページ



２　電気設備工事資材

電資1 ページ



電資2 ページ



電資3 ページ



電資4 ページ



電資5 ページ



電資6 ページ



電資7 ページ



電資8 ページ



電資9 ページ



電資10 ページ



電資11 ページ
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